
移民とユーロ圏の経済・政治情勢 

～経済成長の底上げ期待の一方で政治面では懸念材料に～ 
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要旨 
 

  

移民の流入増加は、経済面では少子高齢化のなかで経済成長を底上げする点で重要な

役割を担う一方、政治面では中道政治の基盤を弱体化させ域内の一体性を弱めることによ

り、金融市場の不安定化に繋がる可能性を有する点に注意が必要と考えられる。 

 

はじめに 

2015 年に入り、年初から欧州では注目

材料が目白押しとなっている。まず 1 月

15 日には、スイス国立銀行（中央銀行）

がそれまで 1 ユーロ＝1.20 に設定してい

たスイスフランの上限を撤廃すると突然

発表した。これを受けスイスフランが一

時約 40％も急騰したことで、中東欧での

同通貨建て個人ローンなどの債務額が現

地通貨換算ベースで大幅に膨張した。こ

の結果、この種の与信の推進に積極的で

あったとされるオーストリアなどの一部

の銀行では、従来からのロシア情勢に加

え貸倒れ懸念が新たな重石となり、株価

の低迷が続いている （注 1）。また、この問題

は、資源価格の下落や金融政策の方向性

による米ドル高によって、今後、新興国

での米ドル建て債務について発生が懸念

される事象の類似ケースという点でも、

注目されるものであった。 

その後、1月22日には欧州中央銀行（ECB）

が国債を含む量的緩和政策（QE）の導入

を決定し、同月 25日のギリシャ総選挙で

は、緊縮財政に反対し金融支援策の条件

見直しを求める急進左派連合（SYRIZA）

が圧勝した。今回の SYRIZA の勝利は、改

めてギリシャ国債の債務不履行や、さら

には同国のユーロ圏離脱のリスクを市場

に意識させることとなったが、他方では

ユーロ圏各国で反体制政党を勢いづかせ

る契機にもなり、今後のユーロ圏におけ

る政策の安定性に疑義を投げかけること

に繋がった。 

ユーロ圏では右派・左派の別なく反体

制政党の勢力が拡大しつつあるが、この

うち右派政党は、最近、特に移民に対す

る保守的な立場を強めてきている。その

背景には、経済情勢の長期低迷の下で生

じている、経済・財政状況の比較的良好

な国々への欧州内での移民の集中的な流

入とともに、10年末からの「アラブの春」

が12年以降行き詰まりを見せ各地で拡大

した紛争などに伴う、アフリカや中東か

らの難民流入の増加があるものと考えら

れる。また、最近では、1月 7日にパリで

発生した新聞社襲撃テロ事件等も、これ

らの反移民政党を刺激する結果となった。 

このように、本来は人の自由な移動を

標榜する欧州ではあるが、ユーロ圏での

経済情勢の低迷に地政学リスクの高まり

も加わるなかでの移民等の流入は、文化

摩擦などの社会的に困難な課題も孕みつ

つ、経済、政治の両面から注意が必要な

動きとなってきている。本稿では、これ

らの視点からユーロ圏における移民が持

つ意味について考察を行うものである。 
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経済面から見た移民の持つ意味 

ユーロ圏の主要国では、今後、ドイツ

を中心に、少子高齢化により生産年齢人

口の減少が進むものと見込まれている

（図表 1）。経済成長のためには、①労働

力の増加、②技術の進歩、③資本の増加

が重要であるが、このように、①の労働

力の面から中長期的に経済成長を下押し

する力が働くことになる。 

この影響を緩和するためには、①研究

開発による技術進歩、②投資による資本

財の蓄積、③人的資本の質の向上等を通

じ、生産性を改善することが重要となる。

しかしながら、ユーロ圏では、研究開発

投資額の推移には大幅な増加は見られな

いほか、労働人口一人当たりの特許件数

について伸び悩み傾向が明らかであるな

ど、十分な研究開発の成果を確保してい

るとはみなし難い状況にある。また、固

定資本投資による資本財の蓄積動向につ

いても、概して伸びは鈍い。これらを受

け、労働生産性は一部を除き全般に横ば

い傾向で推移しており、ドイツを含めユ

ーロ圏おいては、人口減少に伴う負の影

響を緩和する取組みは少なくとも現時点

では十分とは言い難い（図表 2、3）。 

こうした下で、ユーロ圏では経済成長

を底上げする観点から移民の動向が注目

されるが、主要各国では、特にドイツに

おいて移民のネットの流入が増加傾向に

ある反面、イタリアでは流入減速、スペ

インにおいては流出加速の傾向が明確に

現れている（図表 4）。こうした傾向は、

それぞれの経済・財政状況や、それに対

応する社会保障等の手厚さの相違を如実

に反映した結果であるものと考えられる。 

このように、中長期的には各国間で人

的資本の不均衡を生じる恐れもあり今後

の動向には注意が必要であるが、人口動

態上、人的資本の量的側面から、また移

民の中には熟練労働者や頭脳労働者も多

く含まれるとみられるため、その質的側

面からも、ユーロ圏では移民の重要性は

無視し得ないものとなってきている （注 2）。 
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図表2 研究開発（R&D）投資額（対GDP比）
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（資料） 図表 1～4 は Eurostat のデータから農中総研作成。 
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図表3 労働生産性（2005年＝100）
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図表1 生産年齢（15～64歳）人口の見通し
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図表4 移民（流出入のネット）
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政治面から見た移民の持つ意味 

移民を巡る最近の動向については、財

政危機後の経済停滞に伴う欧州内での移

民の増加に加え、人の移動をさらに活発

化させる要因である14年 1月のブルガリ

ア、ルーマニアに対する欧州連合（EU）

の労働市場の完全開放もあり、主要国へ

のその流入は増大しているものと考えら

れる。一方、アフリカや中東等からの難

民の流入増加も見られている （注 3）。 

こうしたなか、移民等の受入国との間

では様々な軋轢も生じている。例えば、

北欧諸国等の手厚い社会保障給付の享受

を目的とする「ベネフィット・ツーリズ

ム」と呼ばれる移民の流入は、受入国の

国民の強い反発を招いている （注 4）。また、

移民が職を奪うとの批判とともに、受入

国における移民の失業率の上昇による地

域の治安の悪化懸念や、移民等にはイス

ラム諸国の出身者が多く含まれることに

伴う文化摩擦などが生じている。一方、

EUの協定では難民が最初に入国した国が

その対応責任を担うこととされているた

め、この点で、地理的にアフリカや中東

に近いイタリアやギリシャ等の南欧諸国

の負担が増大している側面もある。これ

らは、反移民を掲げる右派政党の伸長を

招く直接的な要因となっている（図表5）。 

一方、移民を増大させた背景のひとつ

である長引く経済停滞は、失業率の上昇

や貧富の格差拡大を通じ、また、財政危

機後の厳しい緊縮財政による社会サービ

スの縮小も加わり、反緊縮財政、国民の

生活水準維持等を掲げる左派政党への支

持率上昇にも結び付いている（図表 5）。 

以上の結果、豊かな北欧で右派政党が、

財政悪化国である南欧諸国で左派政党が、

また、難民受入れ窓口となりやすいギリ

シャやイタリア等では左派に加え右派政

党が、それぞれ伸長する傾向が認められ

ている。これらは、中道政治一般への失

望感の高まりを反映し、左右の区別なく

反体制の、いわゆるポピュリスト政党の

台頭という特徴的な動向として現れてお

り、ギリシャにおいては反体制の左派と

右派間の連立政権が樹立されてもいる。

こうしたことで、ユーロ圏ではこれまで

の中道政治の基盤が揺らぎ、今後、左右

に偏った極端な政策に振れる可能性を生

じつつあるものと考えられる（図表 6）。 

（資料） 各種報道から農中総研作成。 
（注） 得票率は、各国内での得票率。 

（資料） 農中総研作成。 

　　　＜ユーロ圏の財政危機＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜「アラブの春」の行き詰まり
　　　　　　　・中東等での紛争＞

緊縮財政 経済停滞

・社会サービス縮小 ・失業率上昇
・貧富格差拡大

　　移民の増加 　　　 　難民の増加

（中道政治への失望）

✓　国民の生活水準維持
✓　反格差拡大 ✓　反移民
✓　反緊縮財政 ✓　反EU
✓　反汚職・腐敗 ✓　反ユーロ

✓　国家のアイデンティティ維持　　　

左派 反体制政党の伸長

図表5　ユーロ圏における反体制政党の伸長

左派政党 右派政党

←　フランスでのテロ　　　←　SYRIZA勝利　　　　

（経済の閉塞感・現状への不満の高まり・異文化への反発　等）

　　　　　　右派 反体制政党の伸長

国名 政党等名称
報道されている

主要な
政策等の内容

2014年
欧州議会選挙
得票率（％）

英国 英国独立党 反移民、反EU 26.7
ギリシャ 急進左派連合（SYRIZA） 反緊縮財政 25.7
フランス 国民戦線 反移民、反EU 24.9
イタリア 五つ星運動 反緊縮財政 21.2
オーストリア 自由党 反移民 19.7
アイルランド シンフェイン（Sinn Fein） 民族主義 19.5
デンマーク デンマーク国民党 反移民 16.7
オランダ 自由党 反移民 13.3
フィンランド 真のフィンランド人 反EU 12.9
スウェーデン 民主党 反移民 9.7
ギリシャ 黄金の夜明け 反移民 9.4
スペイン ポデモス（Podemos） 反緊縮財政 8.0
ドイツ ドイツのための選択肢 反ユーロ 7.1
イタリア 北部同盟 反移民 6.2

ドイツ ペギーダ（PEGIDA） 反移民 -

図表6　欧州の主要な反体制政党等



おわりに 

ユーロ圏における当面の注目材料は、

ECB による QE の効果とギリシャ情勢であ

る。まず QEについては、ここからの市場

金利の低下も銀行貸出中心のユーロ圏で

は企業等の調達コストに与える影響は間

接的なものでしかないばかりか、そもそ

も債務の高止まりで需資は低迷している

ことなどからも、その効果には限界があ

るものと考えられる。このため、経済停

滞は今後も当面のところ継続する可能性

が高く、中東等での紛争の拡大も加わり、

移民等の受入れ負担が増加する素地に変

化はないものと考えられる（図表 7）。 

こうした情勢にさらにギリシャ支援の

条件見直し交渉が加わり、ユーロ圏では

政治的な混迷が深まる可能性がある。ギ

リシャ支援については、改革重視、財政

規律重視のドイツ等の意向が強く働くほ

か、特に近く総選挙を控える国々では反

体制政党を勢いづかせる妥協は受け入れ

難いことから、支援条件の見直し交渉は

紛糾が予想される。また、諸改革が遅延

し財政規律の柔軟な運用を求めるフラン

スやイタリアと、これまで改革に取り組

み、現政権への批判は回避したいスペイ

ンやポルトガル等との間では、支援条件

の見直し余地について、判断に相応の温

度差が生じる可能性が高い（図表 7）。 

このため、前記のポピュリスト政党が

台頭する環境の下では、上記の足元での

動向を通じ政治面での一体性がさらに損

なわれる懸念がある。こうした動きは域

内の合意形成を困難にし、金融市場の不

安定化に繋がるものであると考えられる。 

以上のように、移民の流入増加は、経

済面では少子高齢化のなかで経済成長を

底上げする点で重要な役割を担う一方、

政治面では中道政治の基盤を弱体化させ

域内の一体性を弱めることにより、金融

市場の不安定化に繋がる可能性を有する

点に注意が必要と考えられる。 

（2015 年 2月 20 日現在） 
 

                                                   
（注 1） 今回のような事例が銀行業界のシステミックリ

スクに結びつく可能性については、その後、欧州復興

開発銀行（EBRD）が、以下の文書により、中東欧に

おけるスイスフランを中心とする外貨建て貸出は以

前に比べ減少しており、その可能性は小さくなってい

るとの見解を示している。 

・ EBRD（26 January 2015）“The Swiss franc and 

eastern Europe” 
（注 2） より新しいデータとしては、以下のドイツ紙

Handelsblatt の記事では、Passauer Neuen Presse に

よる報道内容を引用しつつ、ドイツ政府筋の情報とし

て、13 年にはドイツへの移民の流入が 1,230 千人、

流出が 800 千人となり、ネット流入は 430 千人と、近

年では最大の規模になったとしている。 

・ Handelsblatt（20.1.2015）“1,23 Millionen Migranten 

mehr in Deutschland” 
（注 3） Eurostat のデータでは、13 年に EU 全体として

難民の受入れは 136 千人に上っており、近年、増加

傾向を強めていることが示されている。13 年の受入

れ実績の内訳は、ドイツが 26 千人、フランスが 16 千

人、イタリアが 14 千人、スペインが 0.6 千人。 
（注 4） こうした動きに対し、例えば英国政府では、14

年 11 月、EU からの移民に対する社会福祉の制限な

どを柱とする移民制限措置を導入すると発表した。キ

ャメロン首相は、これに必要な EU 条約の改正交渉を

行うとしている。 

（資料） 農中総研作成。 

QEの効果の限界

経済停滞の継続 中東等での紛争の拡大

移民等の影響の継続（受入れ負担増加）

政治面での一体性の弱まり
✓　中道政治から左派・右派の極端な政策への拡散
✓　財政規律尊重維持のドイツ、北欧諸国
✓　南欧諸国の政治的一体性の弱体化
　 　・ギリシャ寄りに傾くイタリア・フランス
　　 ・ドイツ側に立つスペイン、ポルトガル

　　　　　　←　15年5月、英国での総選挙　
　　　　　　←　15年、スペイン、ポルトガル等での総選挙

・ギリシャ情勢の複雑化・困難化
・EUやユーロ圏のあり方にかかる議論の錯綜

金融市場の不安定化の可能性

ギリシャ支援交渉の紛糾

図表7 政治情勢の見通しと金融市場への影響




